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（一社）日本環境測定分析協会　副会長
清水重雄

新型コロナウイルス禍における一考

昨年は新型コロナウイルスの影響により，本部活動や
支部活動にも様々な制約が出ておりました。その中でも
会員企業の皆様方におかれましては，日本環境測定分析
協会の各種活動，取組にご理解，ご協力とご支援を賜り
心から感謝申し上げます。

協会からの依頼で私がこの原稿を書いているのは
2021年の初頭，本来であれば新年の賀詞交換会で皆様
と顔を合わせながら意見交換を行う機会があったはずで
すが，結局それもかなわぬこととなりました。本当に残
念でなりません。とはいえ，この問題は国内外問わずし
ばらく続きそうです。すでに複数のワクチンも開発され
ておりますが，日本国民すべてに行き渡るにはまだしば
らく時間が必要のようで，20世紀初頭に猛威を振るった
スペイン風邪（いわゆるインフルエンザ）が収束するまで
足掛け4年ほどかかったことを考えると，少なくとも今
年は「with コロナ」の形で進むことになると思われます。

一口に「with コロナ」といっても人により捉え方に差
があり，大きなリスクと考えている方から単なる風邪の
一種とおっしゃっている方までかなり意見がばらついて
います。新型コロナウイルスが発見されてからもう1年
以上経ちますが，まだまだ解析されていないことが多い
ウイルスであるからこそ，なのでしょうね。ちなみに，
個人的には感染状況が落ち着きつつあった昨秋ごろまで
は，過度に恐れることなく，経済を回すことの方が重要
だと感じていました。ところが年末年始の爆発的な感染
拡大状況を見ると，まずは感染拡大をストップするのが
重要であり，現在は本年1月7日を皮切りに再度発出さ
れた緊急事態宣言もやむなしと考えています。

このように刻一刻と状況が変化していく中では，能動
的に多くの情報にアプローチし，その中から正解を見つ
けていくことが必要だと思います。最近のベストセラー
で「FACTFULNESS（著者：ハンス・ロスリング他）」
という本があります。すでにお読みになった方も多いと
思いますが，この本ではデータや事実に基づき世界を正
しく見ることの重要性を10の事例をもとに解説してい
ます。そして，悪いニュースの方が広がりやすい（人は
ネガティブに考えやすい）とも述べています。今回の問

題に対しても，軽視することも過度に恐れることもな
く，自ら考え，秩序を守りながら冷静に判断することが
肝要だと考えます。何はともあれ，一刻も早くこの問題
が収束することを祈ってやみません。

少し暗い話が続きましたので，ここで我々にとっての
明るい話題も示しておきたいと思います。昨今，コロナ
の次に目にする機会が多いニュースは，SDGsやESG，
そして2050年の温暖化ガス排出量実施ゼロ目標等の環
境関連のニュースです。内容を鑑みると，今後は事業活
動を継続していくために，官民問わず環境をキーワード
にした色々な取組に力を入れていく方向に進む流れとな
りそうです。その中で，我々が活躍できる新しいフィー
ルドも増えてくるのではないでしょうか。その流れにう
まく乗り，業界がますます発展していくことを期待した
いと思います。

最後となりますが，直近の協会活動を簡単にいくつか
ご報告いたします。

まず一つ目です。詳細は「環境と測定技術」1月号に掲
載されておりますが，昨年12月8日に賛助会員との意見
交換会を約2年ぶりに開催しました。参加された賛助会
員の皆様から，より良い協会活動へのアドバイスやヒン
トをいただいたところであります。

また，2月には新任者教育をコロナ禍で開催できない
支部があったことを考慮して協会本部主催でウェビナー
を開催，また昨年実施して好評であったGC-MS研修会
も2月に同じくウェビナーで開催いたします。

協会としても引き続きコロナ感染状況を考慮しながら
会員各社のお役に立つ情報発信，各種会議，セミナー等
を企画していきますので，今後ともご支援のほどよろし
くお願いいたします。
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株式会社オオスミ

環境調査・分析会社におけるSDGsへの貢献

弊社は1968年（昭和43年）に横浜市西端の瀬谷区で，
工業薬品を扱う会社として創立しました。当時の日本は
高度経済成長の真っ只中ということもあり，人々の生活
が物質的に豊かになるに従い，様々な公害が社会問題化
しておりました。
弊社はそのような時代背景のもと，社会の要求に応え
る形で水質分析やばい煙測定などを手掛けるようにな
り，さらにその後はアスベスト測定や作業環境測定，環
境アセスメント調査，土壌調査，省エネ診断等，変化す
る環境へのニーズに柔軟に対応してまいりました。
環境問題というのは，時代とともに変遷します。アス
ベストやプラスチックなどのように，開発当初は夢の素
材と考えられていたものが，普及した後に環境や人体へ
及ぼす悪影響が顕在化してきたり，二酸化炭素などのよ
うに従来から温暖化作用に対する懸念がありながら，科
学の進歩によってその重大性が明らかになってきたり
と，その要因は様々ですが，社会や生活様式等の変化に
よって環境問題の質も対象も変わってきます。
弊社では「地球に暮らす人々に『安全』と『安心』を環境
面から提供しつづけます」を使命として掲げ，多様化す
る環境問題に取り組んできました。
これまでは環境計量証明事業者として，様々な環境を

測定，分析して数値化し，それを顧客へ報告することで
環境保全や環境改善に貢献してきましたが，世の中の環
境問題に正面から向き合ってきた弊社にとって，2015
年に国連で採択された「持続可能な開発目標SDGs」は，
ひとつの転機であったと捉えております。
SDGsの基準年である2016年当時は，日本国内におい
てSDGsを知っている人はほとんど居なかったと思いま
す。弊社でもご多聞に漏れず，認知度はほぼゼロでし
た。翌年の2017年に取引先の企業から「SDGs研究会を
立ち上げるので参加しませんか？」とお誘いを受け参加
させていただいたのが，弊社がSDGsに取り組むように
なったきっかけです。当初はSDGsの目的や内容など予
備知識もないまま，お付き合い程度で研究会に参加させ
ていただいたのですが，SDGsについての理解が深まる
ほど真剣に考えるようになりました。
研究会に参加されている企業は大手のメーカーが多
く，既にSDGsの目標へ貢献する取り組みを構想，ある
いは実施されている企業もありました。民間企業による
SDGsへの取り組みの指針として「SDGコンパス」という
ものがありますが，そこに掲載されている事例は，主に
製造業を対象にしたものです（図1）。製造業であれば
SDGsの真髄である「課題解決」に対して，製品やサプラ

図1　バリューチェーンにおけるSDGsのマッピング
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イチェーン等を通じた取り組みのイメージが比較的，理
解しやすいのですが，弊社のようなモノを作らないサー
ビス業は，SDGsの目標に対してどのように取り組むべ
きか，非常に難しい問題でした。

一方で，SDGsは環境以外にも様々な目標を包含して
おり，その取り組み方はひとつではないことを学びまし
た。例えば目標1の貧困に関わる問題など，私たちの会
社とは直接関係のない話だと思っていましたが，地域で
事業を継続し，雇用を確保し続けることも貢献のひとつ
であることを知った時には目から鱗が落ちる思いでし
た。そう考えるとSDGsの17の目標のうち，ひとつしか
該当しないという企業は存在せず，多くの企業がその事
業活動を通じて，複数の目標に関連しているのは間違い
ありません。むしろ17の目標の過半数が，自社の活動
に関係してくる企業の方が多いのではないでしょうか？
その中で，事業内容に特に大きく影響する目標に照準を
絞り，集中的に取り組んでいけばよいのだと理解してい
ます。

先にサービス業によるSDGsへの貢献が難しいという
話をしましたが，自社によるSDGsの取り組みを検討す
るうちに，それは自社で何かを完結しようと思うからだ
と気付きました。SDGコンパスには，原材料の調達か
ら物流，操業，販売，製品の廃棄までを通じた課題の
マッピング方法が記載されていますが，サービス業にお
いては該当しない工程も存在します。私たちは，自らの
操業に伴う環境負荷を減らしていくことも重要だと考え

ていますが，それによる社会や環境へのインパクトは決
して大きくありません。むしろお客様と一緒に考え，環
境のプロフェッショナルとして環境対策や改善を提案・
支援することがSDGsの達成に寄与する近道だという結
論に達しました。

このような経緯を経て，私たちがSDGsへの取り組み
を開始した際，その考え方を理解し，また社内展開する
のに苦労したのがバック・キャスティングです。バッ
ク・キャスティングとは，未来の「あるべき姿」を念頭に
置き，そこに到達するためには今から何を行うべきかを
構想する手法です（図2）。将来の事業を考えるとき，従
来であれば過去から現在に至るまでの実績や，今後の市
場動向等を元に方向性や施策を策定しますが（フォア・
キャスティング），バック・キャスティングでは言わば

「理想論」を現実化するために課題を抽出していきます。
SDGsでは，期限（2030年）と成果（17の目標）は既に決
まっています。しかし個々の目標の達成には高いハード
ルが存在し，従来のやり方や考え方の延長では不十分だ
と言われています。まさにダイナミックな考え方の変換
が必要なのです。SDGsの2030アジェンダには「我々の
世界を変革する（Transforming our world）」という副
題がつけられていますが，この「変革（Transforming）」
という言葉には，そのような強い意味が含まれているの
です。現在の事業の延長線にある「中・長期事業計画」と

「あるべき未来」の間にあるギャップを課題，KPIとして
設定し2030年までの達成を目指すのがバック・キャス

図2　バック・キャスティングの概念
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ティングの進め方です。
しかし，言うは易く行うは難しです。私たちは，最初
からイノベーションを起こそうと言うことではなく，ま
ずはこれまで行ってきた事業とSDGsの目標との関連づ
けから始めました。その結果，17のうちの10の目標に
ついて，重点的に取り組んでいくことにしました。同時
に社外へのコミットメントとして，私たちのSDGsに対
する活動をホームページに掲載しました。一方，社内に
対してはSDGsを理解するための活動として，SDGs勉
強会を開始しました。毎月一回，会議室に集合して
SDGsに関する基本的な考え方や世の中の動向，また他
社の事例などを共有し，理解を深めています。この勉強
会は毎年，メンバーを入れ替えて継続中であり，最終的
にはSDGsに貢献するための新サービスの開発を目的と
しています。
そしていよいよ企業としてのSDGsへの貢献というこ
とになりますが，私たちは企業による活動としていくつ
かの分類を行っております。
まず第一に，本業を通じた活動です。この本業にも2
つの意味があり，ひとつは営業活動･･･平たく言えば利
益を得るために行う活動です。もうひとつは，事業に伴
う環境負荷低減のための活動です。
そして第二に本業とは異なる分野での活動です。これ
はCSR活動やボランティアという形で，主に地域貢献
活動として実施しております。
それぞれの活動内容について，ご紹介させていただき
ます。

・本業を通じた活動
先述の通り，調査・分析会社によるSDGsへのアプ

ローチというのは難しいものがありました。その理由と
して，調査や分析という業務がお客様の依頼によって発
生するものであるという固定観念があったからかも知れ
ません。環境計量証明事業という業種は，環境に関する
情報を正確に分析，計測，数値化し証明することが求め
られますが，依頼主にとってその結果や報告書はあくま
でも手段であり，目的ではありません。例えばある事業
所の工場排水分析をご依頼いただいたと仮定した場合，
私たちはお客様の目的を知らなくても業務を請け，結果
を報告することが可能です。私たちが報告した結果を元
に，お客様が排水管理や改善の計画を構想されていると
しても，私たちに求められるのは正確な結果の報告のみ
です。従って，ある場面では間接的に環境改善に貢献し
ている可能性がありますが，多くの場合，私たちの仕事
は「現況把握」に留まっています。改善や対策のためには
当然，現況把握や対策実施後の効果確認は必要ですが，
それもお客様のご依頼により対応しているだけでは，私
たちの使命に掲げる「『安全』と『安心』を環境面から提供
しつづける」ための活動には限界があります。増してや
SDGsに貢献するためには2030年に向けて，様々な課題
を克服し環境を改善していく必要があるのですから，受
身では絶対に為し得ません。
SDGsへのアプローチにおいて，バック・キャスティ
ングと並ぶ重要な考え方としてアウトサイド・インとい
う手法があります（図3）。これは顧客の要求のみなら
ず，その背後に存在する本質的な問題を見出し，自社の
課題として設定するという考え方です。すなわち社会課
題の解決により，ビジネス創出の機会を得ることに繋が
ります。
このアウトサイド・インに従って事業を考えていく

図3　アウトサイド・インの考え方
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と，私たちのお客様やステークホルダーは実際に取引を
している顧客だけではなく，その存在さえも知らない企
業や個人，もしかしたら未だ実在しない未来の企業や人
であったりするのかも知れません。そのような方々や社
会に対する責任として，いま私たちが何をすべきか，と
いう視点で，ものごとを捉えていく必要があるのだと考
えています。

結論として，私たちは従前のような単なる現況把握型
事業に留まらず，より顧客の目的に寄り添った事業への
転換が必要だということです。そのためには一見，自分
達の事業とは何の関係も無いような社会問題にも目を向
け，その解決のために我々は何をすべきか？ということ
を考え続けることが大切です。

ただ考えているだけでは解決できないので，SDGsの
目標達成に貢献する私たちの事業として，既に取り組ん
でいる事例を3例ほどご紹介させていただきます。

まずは「目標7　エネルギーをみんなにそしてクリー
ンに」や「目標13　気候変動に具体的な対策を」に直結す
るサービスである省エネ調査です。多くの場合，企業に
とって環境への貢献はコストとして認識されがちです。
例えば大気汚染防止のための排ガス処理施設の設置，維
持管理や騒音防止のための遮音壁の設置などは，考え方
によっては一方的な投資です。ところが省エネに関して
は，実施することによって環境への貢献とコスト削減を
同時に実現できる，一石二鳥にも三鳥にもなる取り組み
なのです。

省エネ調査ではまずお客様を訪問し，現在のエネル
ギーの使用状況と設備の稼働状況を確認させていただき
ます。電力計を設置し，一定期間の電力使用状況をモニ
タリングする場合もあります。この計測により「見える
化」するということが，意外と重要な過程となります。
お客様は，自社の工場にエネルギーロスがあることを，
ある程度は認識していますが，あくまでも感覚的なもの
です。ところが計測結果と，試算に基づく無駄なエネル
ギーコストをご提示すると驚き，そこで初めて危機感を
持たれるようになります。

このようにヒアリングや計測によって把握したエネル
ギーの使用状況を元に，私たちは運用によって改善でき
る部分と設備の更新によって改善できる部分を分けてご
提案させていただきます。運用改善であれば，新たな設
備の投入や更新を伴わないため，調査以外の費用はほと
んど発生しませんし，実施したその日から効果を発揮し
ます。一方，設備更新では，先行投資が必要にはなりま
すが，一定期間後に回収し，その後はプラスに転ずるた
め，長い目で見ればコスト削減になります。いずれの場
合も企業にとってはエネルギー削減になり，その結果と

してコストも削減されます。環境面では資源の節約と温
室効果ガスの低減を同時に実現し，まさに「いいとこ取
り」の活動となります。更には，このような環境への貢
献が社会に評価され，企業価値の向上にも繋がります。

地球温暖化による気候変動が顕在化し，日本でも毎年
のように甚大な気象災害をもたらすようになった現在，
二酸化炭素を含む温室効果ガスの排出削減は喫緊の課題
です。昨年の菅総理大臣による「2050年までに脱炭素化
社会を実現」との発言を受けて今後，日本国内において
もエネルギー問題がこれまで以上に注目されてくるもの
と思われます。

私たちの省エネ調査では，単なる現状把握と改善提案
に留まらず，協力会社とパートナーシップを結び，対策
の実施までをお客様にご提供させていただくために体制
を整えております。また最近ではエネルギー削減だけで
はなく，電力小売業者との協力により再生可能エネル
ギーへの転換もお勧めしています。これもまたSDGsの

「目標17　パートナーシップで目標を達成しよう」によ
る取り組みの一例です。

省エネ調査は，海外でも展開しております。弊社の海
外拠点であるOsumi Vietnamは，ベトナム国内の環境
問題に貢献するため，2020年にダナンという都市で設
立し，主にベトナムに進出した日系企業を対象に省エネ
調査，対策提案並びに対策を実施しています。メンバー
は日本人経営者1名と現地スタッフ2名です。Osumi 
Vietnamでは省エネのみを扱っている訳では無いので
すが，エネルギー問題はグローバルな課題であること
や，ベトナム国内の電力消費量が増えてきていることに
加え，電力料金が年々引き上げられているという事情も
手伝い，現地企業の省エネ実現への期待は大きいです。
私たちがベトナムに進出した狙いはいくつかあります
が，SDGsへの貢献という点で考えると，まずは日本国
内における活動と同様，省エネ問題に取り組み，改善を
進めることにより気候変動対策に貢献します。また現地
法人の設立により雇用を産み出しました。これは「目標1
　貧困をなくそう」に貢献します。さらには現地スタッ
フに対して，日本人技術者が教育・指導を行うことで技
術移転を促進しています。これは「目標4　質の高い教
育をみんなに」や「目標8　働きがいも経済成長も」に貢
献します。まだ現地法人の規模は小さいですが，今後事
業を拡大し，現地スタッフを中心とした運営を進める計
画です。その結果「目標9　産業と技術革新の基盤をつ
くろう」や「目標10　人や国の不平等をなくそう」にも貢
献していくことを目指しています。

本業による取り組み事例の2つめは「目標11　住み続
けられるまちづくりを」に関連する「環境部長®」のご紹
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介です。このサービスを簡単に言ってしまえば，環境管
理業務のアウトソーシングです。大企業であれば環境管
理を担当する部門があり，専門知識を有する担当者が配
置されていますが，中小企業の多くでは環境管理の担当
者は他の業務も兼任し，多忙な中で煩雑な環境法令の把
握，監視や届出等をこなさなければなりません。その結
果，法令や条例の見落とし，申請漏れ等が発生し，場合
によってはコンプライアンス違反を引き起こす可能性が
出てきます。そのような企業に対して，私たちが環境の
プロとして厳しい目で法令遵守状況をチェックし，万
一，法令や条例に抵触するような運用が行われていれ
ば，それを指摘させていただくというサービスです。環
境に関連する分野が対象にはなりますが，省エネ調査同
様，協力会社とのパートナーシップにより廃棄物に関す
る実態把握や監査業務にも対応しております。環境，廃
棄物共に問題が明確になったら，お客様の意向に従い，
対策や改善に向けたご提案などもさせていただいており
ます。今後は，規制対象となっていないものの有害性が
疑われる物質や，人体や環境への影響が未知の物質など
も対象に，その管理や対策をお客様と一緒に考えるよう
なサービスに展開していきたいと考えております。また
お客様の企業価値向上に資するため，お客様による環境
貢献活動の計画策定やPR支援なども構想しております。
本業による取り組み事例の3つめは「目標12　つくる
責任つかう責任」や「目標14　海の豊かさを守ろう」に関
連するマイクロプラスチック調査です。既に多くのマス
コミでも扱われているので，マイクロプラスチックの問
題は世の中に認知されていますが，調査・分析の手法が
未だ確定しておりません。弊社では異例のことではあり
ますが，公定法が確立されていない状況にも関わらず，
このマイクロプラスチック問題にいち早く踏み込むため
2019年に分析装置（顕微FT-IR）を導入しました。民間
企業からの依頼はまだ少ないですが，NPOや研究機関
と共同で，全国のマイクロプラスチック分析を行ってお
ります。サンプルが自然界に存在するため夾雑物が多
く，前処理や分別に多くの時間と労力を要するのが課題
ですが，一つ一つ問題を解決し，適切な分析手法を開発
している最中です。

本業の中で，自社の環境負荷の低減に向けた取り組み
も行っています。
まずはエネルギーに関する取り組みとして，本社にお
ける電力の調達方法を見直し，昨年より再生可能エネル
ギー100％に切り替えました。また本社屋上に太陽光パ
ネルを設置し，自家消費型発電を開始しております。こ
の太陽光発電により，本社電力の1割程度を賄っています。

プラスチック問題に対しては，社内に設置してある飲
料の自動販売機からペットボトルを排除し，全て缶容器
のものに切り替えました。またマイボトルでも使える水
道直結のウォーターサーバーを設置し，ペットボトルの
利用抑制を社員に呼び掛けています。
資源や有害物質の排出低減という観点では，分析や調
査に使用する機器を乾式や使用試薬の少ない機種に随
時，切り替えております。また社用車もハイブリッドへ
の切り替えを進めており，現在，営業車は全てハイブ
リッド車となっています。貨物車はワンボックス車のた
め，ハイブリッドへの切り替えは難しいですが，ワン
ボックスの内の半分以上は軽自動車であり，訪問先や荷
物の積載量に応じて適切なサイズの車種を使い分けてい
ます。

・本業とは別の活動
最後に本業とは別に行っているSDGsの貢献活動につ
いて，ご紹介させていただきます。
弊社では，それぞれの部署においてボランティア活動
を企画，参加しています。これまでに会社周辺の清掃活
動や，公園の美化活動などを行っています。公園美化活
動は横浜市の公園愛護会に登録し，会社に最寄りの目黒
町公園で毎月，清掃，除草活動を継続しています。また
公益社団法人かながわ海岸美化財団の活動にも参加し，
毎年2回，江ノ島周辺の海岸清掃を行っています。NPO
法人HamaBridge濱橋会には会員として，横浜運河パ
レードの企画・運営に参加したり，プロボノ活動として横
浜市内を流れる大岡川の水質分析を行ったりしています。
社内ではCSR委員会を立ち上げ，社内外向けの活動
を企画，実施しています。これまでに横浜市の許可をい
ただき，会社敷地に隣接する遊休地に花壇を整備した
り，会社の近くを流れる境川の生物を会社のエントラン
スに水槽展示し，地域の自然を皆様に知っていただく等
の活動を行っています。
環境教育にも積極的に取り組んでおり，市内小中学校
からの要請を受けて出前授業を行ったり，採水，分析等
の実習を行いました。大学へ出向いて，SDGsのミニセ
ミナーを行ったこともあります。最近はSDGsを取り上
げる小中学校が増え，「企業によるSDGsの取り組みを
教えて欲しい」といった生徒さんたちの会社訪問，ヒア
リングに応じる機会も増えてきました。
最近の就職活動では，企業の業績や知名度よりも，そ
の企業がどれだけ社会貢献に熱心であるか，また持続可
能な社会の構築に積極的に参画しているか，といった観
点が重要視されているようです。確かに採用面接で聞か
れる学生さんからの質問でも，環境面での貢献や仕事に
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対するやりがいについての質問が増えたような気がします。
以上，私たちのSDGsへの取り組みについて駆け足で

ご紹介してきましたが，弊社HPにもSDGsの各目標と
私たちの事業との関連や，目標毎の取り組み内容を整理
していますので是非，ご覧下さい（https://www.o-smi.
co.jp/sdgs.html）。

また弊社は下記プラットフォームにも参加しておりま
すので，併せてご確認いただけると幸いです。

・内閣府地方創生SDGs官民連携プラットフォーム
・外務省JAPAN SDGs Action Platform
・かながわSDGsパートナー
・ヨコハマSDGsデザインセンター
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